





































































































































































調査 基本計画 実施計画 運営管理体制 広報宣伝 法的手続き
1997●追加資料入手 ●展示構成案（再考 ●展示品確定




































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































仮名 年齢 学位 主な職歴
A男 55 修士 元・公立博物館長、元・兼任講師等
B男 43 博士 元・兼任講師等
C男 36 修士 兼任講師
D男 30 修士 元・研究財団勤務　兼任講師
E男 27 修士 博士後期課程中退
元・在職者の動向
仮名 年齢 学位 現　職
F女 69 博士 教授
G男 66 修士 公立博物館長、兼任講師
H男 53 修士 助教授
1男 59 博士 教授
J男 50 博士 教授
2．　「大学博物館に関する基礎的考察一データに見るその現状・1995年9月一」
　　　　　　　　　　　　　　　　（『明治大学博物館研究報告』第1号より、掲載略）
3．　「試論『大学博物館』考一明治大学博物館に関する7章節一」
　　　　　　　　　　　　　　　　（『明治大学博物館研究報告』第1号より、掲載略）
4．博物館実習の受託・指導の現状（1997年3月31日作成）
（1）「博物館における博物館実習の受託・指導の実態について」
イ．実習生受託の背景説明
　博物館が、1996年度に本大学の博物館実習生を受託した背景は、およそ下記のとおりで
ある。
（1）博物館事務室職員および学芸員養成課程教員（以下それぞれ「博物館」「課程教員」とい
　う。）との会議において、課程教員から下記のような提案があった。
　①博物館事務長および学芸員資格を有する職員に対して、文学部兼任講師を委嘱し、博
　　物館実習生の指導を依頼したい。
　②実習生の指導期間は、1人あたり4日間としてほしい。
　③授業時間枠は、便宜的に土曜日の午後に1コマ分設定する。
　④待遇は、外来の兼任講師と同様とする。
（2）博物館は、この提案を了承した。
（3）この案件を教務委員会に報告したところ、理工学部の委員から下記のような異議が出さ
　れた（以下、①～③は課程教員からの伝聞による）。
　①公務員である兼任講師が、かつて土曜日の午後に授業時間枠を設定した。しかし実際
　　には、平日の昼間に授業を行っていた。このことが文部省から問題視され、改善指導
　　を受けたことがある。
　②この前例があるので、博物館に兼任講師を委嘱する件については、便宜的にも土曜日
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　　の午後に授業時間枠を設定するべきでない。
　③こうして、この案件は再審議となった。
（4にの結果を受けて、課程教員から改めて下記のような提案があった。
　①すでに教務委員会に、博物館が実習生を受託・指導することを報告した。もはや実習
　　生の受託を撤回することはできない。
　②授業時間枠は、形式的に平日の昼間に1コマ分設定する。
　③この場合も、実習生の指導期間は、1人あたり4日間としてほしい。
　④待遇は、「教諭・職員が兼任講師を兼ねる場合の手当支給基準」（例規第87号）により、
　　当初提示した月額の4分の1程度になる。
　⑤上記の条件を承諾して欲しい。
（5にの再提案を受けて、博物館は下記のとおり回答した。
　①1996年度の実習生の受託・指導については、やむをえず課程教員の提示した条件を了
　　承する。
　②ただし1997年度の実習生の受託にあたっては、より良い待遇となるように要望したい。
　　1997年度カリキュラムの編成までに、待遇改善について課程教員に最大限の努力をし
　　てほしいと申し入れた。にもかかわらず、状況は改善していないことを遺憾に思う。
ロ．博物館実習の実態
（1）指導時間数および学生数
　3博物館が、1996年度に受託・指導した博物館実習の実態は、下記のとおりである。
　授業予定表では、授業時間は火曜日の4時限に1コマと登録されている。
　しかし実際の指導期間は、実習生1名あたり月曜日から木曜日までの4日間である。1
日につき午前9時30分から午後5時までの7時間30分を担当した。（但し11時30分から12時
30分は休憩時間とする。）ゆえに実習生1名あたりの延べ指導時間は、30時間である。3館
で受託・指導した総学生数は、83名である。
表「1996年度刑事博物館の実習生受入れ」
週 日　　程 学生（■男子　○女子）
① 9月30日（月）～10月3日㈲■　　○○0　4名
② 10月14日（月）～10月17日㈲ ○○0　3名
③ 10月21日（月）～10月24日㈲■■　○○0　5名
④ 10月28日（月）～10月31日㈲■■　○0　　4名
⑤ 11月18日（月）～11月21日㈱■■　○0　　4名
⑥ 11月25日（月）～11月28日㈱■■　0　　　3名
⑦ 12月5、6、9、10日 0　　　1名
計 7　　週 ■9名　015名　計24名
　刑事博物館では1週あたり30時間の実習指導を、7週間にわたって行った。ゆえに総指
導時間は、210時間である。担当者は、講師給として月額7125円を支給された。
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表「1996年度　商品陳列館の実習生受入れ」
週 日　　程 学生
① 5月13日（月）～5月16日㈲3名
② 5月20日（月）～5月23日㈱4名
③ 6月3日（月）～6月9日㈱ 4名
④ 6月10日（月）～6月13日㈱3名
⑤ 6月17日（月）～6月20日㈱3名
⑥ 10月28日（月）～10月31日㈱4名
⑦ 11月11日（月）～11月14日㈱4名
⑧ 11月18日（月）～11月21日㈱4名
計 8　　週 計29名
表「1996年度　考古学博物館の実習生受入れ」
週 日　　程 学生
① 5月13日（月）～5月16日困7名
② 5月20日（月）～5月23日㈲7名
③ 5月27日（月）～5月30日㈱1名
④ 6月3日（月）～6月6日㈲ 2名
⑤ 6月10日（月）～6月13日㈱2名
⑥ 7月15日㈲～7月18日㈲ 1名
⑦ 10月14日（月）～10月17日㈲5名
⑧ 10月21日（月）～10月24日㈲4名
⑨ 10月28日（月）～10月31日㈲1名
計 9　　週 計30名
ハ．実習生受託の法的背景
　博物館法施行規則第1条は、
　　博物館法（昭和26年法律第285号、以下「法」という。）第5条第1項第1号の規定に
　　より大学において修得すべき博物館に関する科目の単位は、左の各号に掲げるものと
　　する。
と定め、博物館学、教育原理、社会教育概論、視聴覚教育および博物館実習の単位数が法
定されている。
　博物館実習は3単位とされ、第1条第2項に、
　　前項第5号の『博物館実習』の単位は、法第2条第1項に規定する博物館又は法第29
　　条の規定に基づき文部大臣又は都道府県の教育委員会の指定する博物館に相当する施
　　設（大学においてこれに準ずると認められた施設を含む。）における実習により修得す
　　るものとする。
と定めている。
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　刑事博物館は、法第29条による「博物館に相当する施設」である。
　また従来より学芸員養成課程から実習生の受託・指導を要請されていた。
　ゆえに、法令および学芸員養成課程の依頼に基づいて受託した実習生の指導は、大学博
物館として重要な事業のひとつといえる。
　しかし現状は、博物館にとってきわめて過酷な条件のもとに博物館実習生の受託が行わ
れている。実習にかかわる教育環境の未整備は、博物館にとっても実習生にとってもゆゆ
しき問題である。
二．一問題点一一総務担当理事通知との抵触
　博物館は、上記のとおり実習生1人あたり4日間の受託・指導を行った。
　教務委員会で理工学部の委員が指摘したような観点から、博物館実習の受託問題を律す
ることはきわめて不適当である。なぜなら公務員である兼任講師は、1週あたり1コマの
登録時間について1コマの授業を担当したにすぎない。これに対して博物館では、1週あ
たり1コマの登録時間について30時間の実習指導を担当したのである。ゆえに、両者を混
同して論ずるべきではない。さらに学芸員課程を履修する理工学部生はきわめて僅少であ
り、理工学部の委員は、博物館実習の内容をほとんど理解されていないのではないかと推
測される。
　ところで、1986（昭和61）年1月の総務担当理事からの通知によると、職員をその勤務
時間内に兼任講師として委嘱する場合、1週につき2時間を限度とするとされている。
　博物館実習の実態は、この通知に明らかに抵触している。
　本意見書は、このような現状について報告するものである。
　同時に、この問題をより望ましい状況に改善してゆく方策について、下記の事項につい
て検討を要望する次第である。
　第1に、博物館では、従来から学芸員の専門職としての位置付けを要望している。博物
館実習に関する諸問題を解消し、かつその受託を円滑に行うには、専門職制度の確立は不
可欠であろう。
　第2に、1996年10月29日付で「各種授業等の手当て支給基準の一部を改正する基準」が
制定された。専門職制度の確立まで当面の問は、この規程を準用して、手当てを支給する
ことなども検討していただきたい。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
（2）「職員を兼任講師として委嘱する場合の制限について（通知）」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人厚発60第119号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　昭和61年1月27日
　　　　　　各　学　部　長　　　　　　　　　　　　　　殿　　　　　　各課長・事務長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総務担当理事㊥
　　　　　この取り扱いについては、従来「原則として認めないが、止むを得な
　　　　い場合は職務に支障のない限り週4時間を限度として認める。」ことにな
　　　　っていましたが、下記のとおり取り扱いを変更しますので、御周知くだ
　　　　さい。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
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　　　　職員を本学の兼任講師として委嘱する場合の制限
　　　　1　勤務時間内に委嘱する場合
　　　　　　原則として認めない。ただし、他に委嘱する者がいない場合には、
　　　　　業務に支障のない範囲で週2時間を限度として認めることができる。
　　　　2　勤務時間外に委嘱する場合
　　　　　　業務に支障のない範囲で認める。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
（3）「1996年度　学芸員養成課程　シラバス」
　1．授業の概要・目的
　　付属博物館の学芸員の指導監督のもとで、博物館の実務を体験的に実習する。
　2．授業計画・進行予定表
　　文学部日本史学専攻、同卒業者、法学部法制史専攻者は刑事博物館、文学部考古学’
　専攻及び同卒業者は考古学博物館、その他は商品陳列館で4日間の実務実習を行うの
　を原則とする。一部、学外の指定の博物館で実務実習する場合もある。
　3．履修の留意点・成績評価の方法
　　4日間終日にわたる集中的な実習である。遅刻・早退・欠席は認められない。
　　それぞれの実習の日程については、追って掲示する。
　4．教材・参考書等の指示
　　博物館実習1と同じ。
（4）「1996年度　学芸員養成課程　授業予定表」（掲載略）
おわりに
　本館の事業は、上記のほかにも多岐にわたりますが、もはや紙数がないのでここで筆を
止めます。この1年間の事業は、私のほか嘱託学芸員の唱桂子さんと福田香織さんが担当
しました。両君のご協力に心から感謝します。
　1997年度は、学校法人明治大学理事会の深い理解のもとに特別展覧会「ヨーロッパ拷問
展一人類の権利・自由を考える一」の開催が実現しました。人権侵害の惨禍を伝える
「歴史の証人」でもある拷問具が、アジアでは初めて本学で公開されました。「ノーモア・
拷問」を世界に訴えるイタリア中世犯罪博物館の主旨が、フロンティア協会の熱意を媒介
として本館で実を結んだのです。かつて行われた拷問の歴史を物語る、人類共通の教訓で
ある拷問器具を一堂に集め、人権尊重を願う世界共通の記念碑のひとつとして「ヨーロッ
パ拷問展」が開かれたことは、まことに意義深いことです。人権擁護のシンボルとしてふ
さわしい展示のあり方、会場の維持に責任の重さを痛感しました。私は労力の多くをこの
展覧会に注ぎました。お陰を持ちまして拷問の廃絶を求める「声なき声」は、じつに多く
の皆様の心に響いたのです。会期は、当初の予定を終えたのち特別延長会期が加わり、9
か月間に及びました。共同主催者の社団法人フロンティア協会の渡部高揚理事長、太田利
彦常務理事、林容子キューレターならびに佐久間珠理氏、イタリア中世犯罪博物館（Museo
di　Criminologia　Medievale　e　Inquisizione）のアルド・ミッリオリー二（Aldo　Migliorini）
館長には、多大のご指導ご鞭捷を賜りました。展覧会場の管理・運営にはアクティオ株式
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会社の石井美樹子ディレクター、大月克恵さん、広報には株式会社オフィス　ブラインド
スポットの石井真理子さんに大変お世話になりました。そのほか展覧会の関係者の皆様に
厚くお礼を申し上げます。
　特別延長会期がスタートした頃、学内関係者の一部に「館長は会期の特別延長に関知し
ていない」との心ない流言が流されたため、展覧会の続行が一時的に苦しい状況に陥りま
した。しかし、考古学博物館友の会の土屋哲旺会長のご高配や博物館事務室の熊野正也事
務長、澤田陽子さんの終始変わらない温情により、本学未曾有の展覧会は盛況のうちに幕
を閉じたことを特記します。
　最後に刑事博物館、商品陳列館、考古学博物館が共通して直面する問題を挙げます。
　第1に、博物館組織の矛盾や規定の不備について10年以上、文書で改善を要望していま
す。しかしながら、組織の再編や規定の整備は進んでいません。
　第2に、近年激増した業務として「博物館実習生の指導」があります。しかしながら、
「事務分掌規定」に「博物館実習生の指導」についての規定はありません。規定にない業務
をしなければならない制度的な矛盾は、放置すべきではありません。
　第3に、博物館の運営には専門的知識や経験を必要とします。しかしながら、人事等の
面で専門性や貢献度はほとんど評価されないシステムになっています。現状では、業務の
遂行は担当者それぞれの個人的な努力と責任に多く負っています。
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